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はじめに 

 

 

 昭和 23年の消防組織法施行により市町村消防を原則とする自治体消防制度が

確立され、本道の消防体制は、関係各位の努力により着実に充実強化が図られ、

道民の安全・安心の確保に大きな役割を果たしてきています。 

そうした中で、小規模消防は、一般に、「出動要員に十分な余裕がない」「財

政規模が小さいため高度な資機材の計画的な整備が困難」といった課題がある

と指摘されており、今後、少子高齢化や人口減少の進行に伴い、更に小規模化

が進むことが見込まれています。 

人口減少が現実のものとなり、市町村が災害の多様化・大規模化などに対応

し、その消防責任を十分に果たしていくため、平成 18 年 6 月に消防組織法が改

正され、消防の規模を拡大することで行財政上の様々なスケールメリットを活

かし、消防体制の整備及び充実強化を図ることを旨とした「自主的な市町村の

消防の広域化」を推進することとされました。 

これにより道では、より効果的な消防体制の構築を目指し、平成 20 年 3 月に

「北海道消防広域化推進計画」を、平成 25 年 12 月に「第二次北海道消防広域

化推進計画」を策定し、以来、これらの計画をもとにそれぞれの地域において

様々な議論がなされてきました。 

消防本部の管轄面積が大きい本道においては、広域化によるスケールメリッ

トを見いだせないなどの理由により広域化の実現に至らない消防本部も多くあ

るが、この 10 年間で６圏域 16 本部が広域化を実現し、初動体制の強化や現場

到着時間の短縮などを図っています。 

道では、こうした本道の地域特性を勘案するとともに、平成 30 年３月の消防

庁告示「市町村の消防の広域化に関する基本指針」及びこれまでの広域化に関

する地域議論や市町村の意向を十分に踏まえながら、新たな「第三次北海道消

防広域化推進計画」を策定しました。 

大規模災害等が発生する懸念が高まっている今日、この計画をもとに、消防

の広域化や消防の連携・協力など、それぞれの地域の実情に即した消防体制の

充実強化に向けた様々な方策について積極的に検討が進められることを期待し

ています。 
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１ 消防を取り巻く環境の変化 

  昭和 23 年の消防組織法施行により自治体消防制度が確立されて以来、市町

村の努力の積み重ねにより、消防体制は充実強化され今日に至っている。 

そうした中で、近年、災害や事故の多様化及び大規模化、都市構造の複雑

化、住民ニーズの多様化など消防を取り巻く環境は大きく変化してきてい

る。 

また、日本の総人口は平成 17 年に戦後初めて減少に転じ、今後もこの傾

向が進行していくと予想されており、このことを通じ各消防本部の管轄人

口に応じて小規模化が進むと同時に、生産年齢人口の減少に伴い財政面の

制約も更に厳しくなるものと見込まれている。さらに、平成 23 年 3 月に発

生した東日本大震災での教訓、平成 30 年 9 月に発生した北海道胆振東部地

震や豪雨・豪雪など類例を見ない大規模災害等の発生、加えて、今後の災

害リスクの高まりなどを踏まえると、消防体制の整備及び確立に向けた取

組は喫緊の課題となっている。 

 

２ 小規模消防本部が抱える課題 

  消防は、こうした消防を取り巻く環境の変化に的確に対応し、住民の生

命、身体及び財産を守る責務を果たしていく必要がある。 

しかしながら、小規模消防本部においては、一般的に、出動要員に余裕

がなく、初動対応も必要最小限となる傾向があることや、火災原因調査な

ど専門要員の養成、確保が困難な状況にあるといった組織管理面での課題、

また、財政規模が小さく高度な車両や資機材の導入が困難な状況にあると

いった財政運営面での課題があり、消防の体制としては必ずしも十分とは

言えないと指摘されている。 

  加えて、人口減少など人口動態等による影響は、消防本部の規模が小さ

いほど深刻であるとされている。 

 

３ 自主的な市町村の消防の広域化等の推進 

(1)  自主的な市町村の消防の広域化の趣旨 

   平成 18 年の改正消防組織法や消防庁告示「市町村の消防の広域化に関

する基本指針」の趣旨等を要約すると、消防の広域化は、常備消防の規

模を拡大することで、行財政上の様々なスケールメリットを活かし、小

規模消防が抱える課題を解消すべく消防体制の整備及び充実強化を図

第１ 自主的な市町村の消防の広域化等をめぐる動き 
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り、住民サービスの一層の向上を図ることとされている。 

(2) 自主的な市町村の消防の広域化等に係る国の動き 

   消防庁では、平成 6 年以来、複雑多様化する災害に対し、消防本部のよ

り高い水準の住民サービスの提供や行財政運営の基盤強化と効率化のた

め、市町村の消防の広域化を推進してきた。 

  平成 18 年 6 月には、広域化の必要性について改めて明らかにし、広域化

の目標となる消防本部の規模を引き上げることなどを内容とする消防審議

会の答申を踏まえ、消防組織法が改正され、新たに「市町村の消防の広域化」

の章が設けられた。 

同年 7月、消防庁告示「市町村の消防の広域化に関する基本指針」が示さ

れ、各都道府県において定めた推進計画に基づく取組が進められることとな

った。 

平成 25 年 4 月、広域化は消防防災体制の強化には有効な手法であること、

東日本大震災の教訓を踏まえると、広域化の推進による消防防災体制の整備

がこれまで以上に必要であること、今後は地域の実情を尊重することを基本

とすること、目標とする消防本部の管轄人口など所要の見直しを行うことな

どを内容として消防庁告示が改正された。 

平成 30 年 3 月、人口減少社会の到来、低密度化・高齢化の進展を鑑み、

消防力の維持・強化に当たって最も有効な消防の広域化を推進し、小規模消

防本部の体制強化を図ること、概ね 10 年後の消防体制の姿を見通すこと、

消防事務の一部について柔軟に連携・協力することなどを内容として消防庁

告示が改正された。 

 

第２ 本道における消防の現況及び将来の見通し 

 

１ 本道における消防の現況 

 (1)  活動状況 

ア 火災発生状況 

平成 29 年中に消防機関が対応した道内の出火件数は 1,689 件で、前年

に比べ 159 件（8.6％）減少しており、10 年前の平成 19 年と比較すると

820 件（32.7％）減少しており、10 年間の年平均は 2,051 件となっている。 

  また、平成 29 年中の火災による死傷者数は 335 人（死者 72 人、負傷者

263 人）で、10 年前と比較し 54 人（13.9％）の減少、火災による損害額

は 27 億 6,107 万円で、10 年前と比較し 34 億円余（55.⑸％）の減少とな

っている。 

【表－1、表－2、表－3参照】 
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イ 救急業務の実施状況 

平成 29 年中の救急出動件数は、25 万 3,148 件で、10 年前と比較し 

35,476 件（16.3％）の増加となっている。特に、救急出動件数の約 6 

割を占める「急病」による救急出動は 19.0％増でその傾向が顕著とな 

っている。 

【表－4 参照】 

 

ウ 救助業務の実施状況 

    平成 29 年中の救助活動件数は、2,040 件で、10 年前と比較し 233 件 

（12.9％）増加しており、特に活動件数の約 3 割を占める「建物等によ 

る事故」は 200.0％の増とその傾向が顕著となっている。 

【表－5、表－6 参照】 

 

(2)  防火対象物等の状況 

ア 特定防火対象物数 

ホテルや映画館など不特定多数の者が利用する建物は、他の用途の 

建物より消防法の規制が厳しいため消防機関との関わりが深く、消防法 

上、「特定防火対象物」とされているが、その数は平成 29 年 3 月 31 

日現在、45,481 件で、10 年前と比較し 2,810 件（6.6％）増加している。 

【表－7 参照】 

 

イ 危険物施設数 

消防署等の許認可を必要とする危険物施設数（危険物の製造所、貯蔵 

所及び取扱所の数）は、平成 29 年 3 月 31 日現在、32,637 件で、10 年 

前と比較し 5,845 件（15.2％）減少している。 

【表－8 参照】 

          

 (3)  消防体制 

  ア 消防機関 

    平成 29 年 4 月１日現在、本道には 58 の消防本部があり、うち単独

の消防本部が 22（17 市 5 町）、組合消防が 36（18 市 124 町 15 村）と

なっている。 

管轄人口別では、10 万人以上が 9 本部（15.5％）、3 万人以上 10 万

人未満が 23 本部（39.7％）、3 万人未満が 26 本部（44.8％）となって

いる。 

また、管轄面積別では、1,000 ㎢以上が 31 本部（53.4％）、500 ㎢



4 
 

以上 1,000 ㎢未満が 11 本部（19.0％）、500 ㎢未満が 16 本部（27.6％）

であり、一本部当たりの管轄面積平均 1,351 ㎢は、全国平均 437 ㎢（本

道を除く）の約 3 倍となっている。   

【表－9，表－10、表－11 参照】 

 

  イ 消防職員数及び消防団員数 

    平成 29 年 4 月 1 日現在の消防職員数は 9,164 人で、前年に比べ 73

人（0.8％）の増加となっており、10 年前の平成 19 年と比較すると 97

人（1.1％）の増加となっている。 

    また、平成 29 年 4 月 1 日現在の消防団員数は 25,310 人で、10 年前

と比較し 1,316 人（4.9％）の減少となっている。 

【表－12 参照】 

 

  ウ 救急業務の実施体制 

    平成 29 年 4 月 1 日現在の救急隊員数は 5,670 人で、10 年前と比較し

636 人（12.6％）の増加となっている。 

近年、傷病者の救命率の一層の向上を図るため、救急救命士による

高度な応急処置の範囲が拡大されてきていることなどにより、救急救

命士資格者数は年々増加してきており、平成 29 年 4 月 1 日現在では、

10 年前の約 2 倍、2,565 人となっている。 

また、救急自動車台数も年々増加しており、平成 29 年 4 月 1 日現在

では 414 台（うち高規格救急自動車 377 台）で、10 年前と比較し 29 台

（7.5％）（うち高規格自動車 150 台（66.1％））の増加となっている。 

【表－13、表－14 参照】 

 

２ 本道の小規模消防本部が抱える課題 

(1)  業務運営面の課題 

ア 消防職員数 

平成 29 年 4 月 1 日現在、道内の消防職員数は 9,164 人で、消防職員数

別の消防本部の状況をみると、消防職員数が 100 人未満の消防本部がほ

ぼ半数となっており、そのうち消防職員数 50 人未満の消防本部は８本部

となっている。 

一消防本部当たりの職員数については、全国平均(本道を除く)229 人に

対し、全道平均は、約 3 分の 2 の 157 人にとどまっており、一方、人口

千人当たりの消防職員数で見ると、全国平均（本道を除く）1.26 人に対 
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し、全道平均は、1.69 人（特に組合消防本部のみでは 2.65 人）で、規模

が小さな消防本部ほど人口千人当たりの職員数が多く、また、消防力の

整備指針に基づく職員の基準数に対する現有数の比率、いわゆる充足率

についても、規模の小さな消防本部ほど低くなっている。 

このことは、市町村の財政力のほか、本道の地域特性の一つである一

消防署所の管轄面積が広く集落が点在していることにより、消防力を分

散せざるを得ない状況となっていることなどが要因としてあげられる。 

   【表－15、参照－16、表－17 参照】 

 

イ 消防署所の配置状況 

    平成 29 年 4月 1日現在の本道における人口一万人当たりの消防署所数

は 0.71 箇所となっている。このうち、管轄人口 30 万人以上の消防本部

では、0.38 箇所であるのに対し、3万人未満の消防本部では 2.02 箇所で、

非効率な体制となっている。特に組合消防本部は、上記アに掲げる要因

に加え、構成市町村の意向等により市町村ごとに署所を配置しているこ

とが要因の一つとなっている。             

【表－18 参照】 

 

ウ 消防車両の整備状況 

    平成 29 年 4 月 1 日現在の消防車両の整備状況をみると、消防ポンプ自

動車及び救急自動車については整備が進んでいるものの、はしご自動車、

化学消防車、救助工作車については、いずれも規模の小さな消防本部で

は充足率が低く、整備が遅れている。          

【表－19 参照】 

 

エ 業務の専任体制   

    平成 29 年 4 月 1 日現在の予防業務の専任職員の配置率は、管轄人口 30

万人以上の消防本部の 85.0％に対し、3 万人未満の消防本部は 75.5％と

なっている。 

    また、救急業務の専任職員の配置率は、管轄人口 30 万人以上の消防本

部の 31.0％に対し、3万人未満の消防本部は 1.2％となっており、いずれ

も規模の小さな消防本部ほど専任職員の配置率が低い状況となってい
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る。                    

【表－20 参照】 

 

(2) 人事管理面の課題 

  平成 29 年 4 月 1 日現在、道内の消防吏員の平均年齢は 38.0 歳で、10 年 

前の 41.6 歳から 3.6 歳減少となっている。これは昭和 40 年代に大量に採用 

された職員が一斉に退職し、若い職員が採用されているためと考えられる。 

こうした状況にある消防本部では、消火活動能力が一時的に低下することが 

懸念されており、技術力向上が課題となっている。 

   また、小規模消防本部においては、職員の絶対数が少ないために、複数の 

職務を兼務している職員が多く、予防業務などの専門性が高まらないといっ 

た人材育成面での困難性や人事ローテーションの硬直化による組織の活性化 

に対する懸念も指摘されている。          

【表－21 参照】 

 

(3)  財政運営面の課題   

平成 29 年度の市町村決算において、管轄人口 10 万人以上 30 万人未満の

消防本部（6本部）の一本部当たりの消防費が平均 3,780 百万円に対し、人

口 3 万人未満の消防本部（26 本部）の消防費平均は 1,275 百万円であり、

このうち消防ポンプ自動車、防火水槽等の整備費や庁舎建設等投資的経費で

ある普通建設事業費は、前者の平均は 1,057 百万円に対し、人口 3万人未満

本部の平均は 171 百万円となっている。 

小規模消防本部の場合、財政規模が小さく、はしご自動車や化学消防車 

などの高価な資機材の導入が困難となっている。           

【表－22 参照】 

 

３ 本道における管轄人口の将来見通し 

厚生労働省国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口によると、2045

年の本道の人口は、2017 年（平成 29 年）と比較して 25.5％減少し約 400 万人

となり、うち、65 歳以上の人口割合は 4割を超えるとされている。 

これを各消防本部別管轄人口に置き換えると、人口 3万人未満の消防本部は
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12 本部増加し、現在の 26 本部から 38 本部（全体の約 7割）になり、本道に

おいても、小規模消防本部はさらに小規模化していくと見込まれる。 

    【表－23 参照】 

 

第３ 本道における自主的な消防の広域化等に関する基本的な考え方 

 

１ 本道における消防を取り巻く地域事情 

本道は、沖縄、九州、四国、中国地方の 16 県分の面積に匹敵し、各消防本

部それぞれに管内面積の広狭、交通事情などの地理的条件、広域行政、地域の

歴史、日常生活圏、人口密度及び人口減少などの人口動態等、様々な地域事情

を有し、広域化のメリットや期待もそれぞれの消防本部により異なっている。 

(1)  広域化が実現された地域事情 

道では、平成 20 年 3 月、北海道消防広域化推進計画を策定し、平成 21

年4月1日に富良野地区消防組合消防本部と上川南部消防事務組合消防本

部が広域化し、富良野広域連合消防本部が誕生し、平成 24 年 4 月 1 日に

は砂川地区広域消防組合消防本部と上砂川町消防本部が広域化し、新たな

砂川地区広域消防組合消防本部が誕生した。 

平成 25 年 12 月、第二次北海道消防広域化推進計画を策定し、平成 26

年4月1日に滝川地区広域消防事務組合に芦別市消防本部と赤平市消防本

部が広域化し、新たな滝川地区広域消防組合消防本部が誕生し、大雪消防

組合消防本部に当麻町、比布町及び愛別町が加わり新たな大雪消防組合消

防本部が誕生し、旭川市消防本部に鷹栖町と上川町が事務を委託し広域化

を実現している。平成 28 年 4 月 1 日に帯広市消防本部と、西十勝消防組

合消防本部、北十勝消防事務組合消防本部、東十勝消防事務組合消防本部、

南十勝消防事務組合消防本部、池北三町行政事務組合消防本部が広域化し、

あらたにとかち広域消防局が誕生した。 

これらの消防本部においては、広域化によるスケールメリットを活かし、

車両の増加による初動体制の強化、統一的な指揮下での効果的な部隊運用、

予防業務の専門化、消防救急デジタル無線の整備費の削減、出動体制の見

直しによる現場到着時間の短縮等の成果が現れている。 

また、広域化の検討に時間を要し平成 29 年度末までの広域化の実現に

は至っていないものの、広域化によるスケールメリットが期待できるとし

て、その実現に向けた検討を進めている地域もある。 

 

(2)  広域化が進まない地域事情 

  一方、消防庁告示で広域化による効果等が示されているが、広大な本
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道においては、次のように広域化によってもスケールメリットを見いだ

せていない地域もある。 

ア 「災害発生時における初動体制の強化」について 

国の「市町村の消防の広域化に関する基本指針」では、消防の広域化

により、初動出動台数の充実や現場到着時間の短縮等「災害発生時におけ

る初動体制の強化が図られる」とされているが、本道においては、消防本

部の管轄面積が全国平均の 3倍と広大で、消防署所間の距離が大きく、現

場への到着までに相当の時間を要するため、初動の出動体制増強、現場到

着時間短縮が見込めない場合がある。 

 

イ 「本部機能統合等の効率化による現場活動要員の増強」について 

本道においては、本部要員が警防要員を兼務し、専任の指令員等を配置

していない消防本部が多いため、広域化を行っても本部要員の警防部門へ

の配置や救急業務等の専任化が困難であり、人的スケールメリットが見込

めない場合がある。 

 

２ 本道における自主的な消防の広域化の取組 

  人口減少など人口動態等による影響は消防本部の規模が小さいほど深刻

と指摘されている中で、消防の広域化は、限られた財源や人員を有効に活用

し、消防体制の充実強化を図る上での有効な手段の一つであり、広域化によ

りスケールメリットの実現が期待できる地域においては、積極的に検討を進

めるべきである。 

ただし、市町村の消防の広域化は、消防の体制の整備及び確立を旨として行

わなければならないとされているため、広域化によって消防本部の対応力が低

下するようなことがあってはならない。 

 

３ 広域化対象市町村及びその組合せ 

一般に、消防本部の規模が大きいほど火災等の災害への対応能力が強化され

るといわれていること、消防体制の整備及び確立により住民サービスの向上を

図ることは、全ての市町村が不断に取り組むべき課題であること、消防の広域

化は消防体制の整備及び確立を図るための方策の一つであること、以上のこと

から、全ての市町村において消防の広域化の実現の可能性等について検討すべ

きとし、全ての市町村を広域化対象市町村とする。 

広域化対象市町村の組合せについて、第二次保健医療福祉圏は効率的な救急

業務体制を構築する観点から、広域化の組合せを考える上での一つの要素では

あるが、これまでの地域議論を踏まえ、地理的条件等を背景にしながら、消防
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需要や災害態様などを考慮し、最も効果的な組合せをそれぞれの地域において

協議・決定することとする。 

なお、道は、組合せに関する地域からの求めに応じ、関係市町村間の必要な

調整・助言等を行うこととする。 

 

４ 消防広域化重点地域 

 (1)  消防広域化重点地域の指定及び公表 

自主的な市町村の消防の広域化を着実に推進するため、国及び道が優先

的に支援を行う地域を「消防広域化重点地域」（以下「重点地域」という。）

として指定し、公表することとする。 

重点地域の指定に当たっては、次に該当し、かつ、関係市町村の同意が

得られた地域とする。 

ア 市町村が、将来的に消防防災体制の維持が困難と判断する小規模消防 

本部を含む地域 

イ これまでの地域議論等から、広域化の気運が高い地域 

ウ 広域化を希望するが、組合せが決まっていない消防本部 

※ なお、市町村から重点地域の指定を求める意見等があった場合は、当該 

意見等を尊重し、重点地域の指定の変更及びその公表を行うこととする。 

 

(2)  消防広域化重点地域 

重点地域を別紙１のとおり指定する。 

 

５ 消防の連携・協力対象市町村の組合せ 

(1)  消防の連携・協力対象市町村の組合せの考え方 

消防の広域化の実現になお時間を要する地域においては、消防体制の充

実強化に向け、高機能消防指令センターの共同運用や消防車両の共同整備

などの消防の連携・協力が必要である。消防の連携・協力の組合せを定め

るにあたっては、重点地域の指定と同様に地域の実情を考慮し、関係市町

村の同意が得られた地域とし、国及び道が優先的に支援を行うこととす

る。 

※ なお、市町村から意見・要望等があった場合は、当該意見等を尊重し、

組合せの変更等を行うこととする。 

 

(2)  連携・協力対象市町村の組合せ 

組合せを別紙２のとおりとする。 
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６ 自主的な市町村の消防の広域化等を推進する期間 

  地域における消防の広域化等を含めた消防体制の整備及び確立に向けた

取組は、その合意形成には相当の時間を要するものと考えられるが、概ね

10 年後の消防体制の姿を見据えながら、本推進計画における広域化等に向

けた取組は、平成 36 年 4 月 1 日までを期間とする。 

 

７ 消防の広域化検討にあたっての留意事項 

(1) 広域化後の消防の体制の整備 

    市町村の消防の広域化が行われた後に、広域化の効果を十分に発揮する

ことができるよう、広域化後の消防において一元的な部隊運用、出動体制、

事務処理等が行われることが望ましい。 

 

(2) 構成市町村等との連携の確保 

   市町村の消防の広域化は、主に一部事務組合、広域連合又は事務委託に

より行われることとなるが、広域化後の消防は、組合の構成市町村又は受

託市町村若しくは委託市町村など市町村相互の意思疎通及び情報共有に努

める必要がある。 

 

(3) 広域化後の消防の体制の整備のために考えられる方策 

   広域化後の消防の円滑な運営の確保のためには、広域化後の消防の体制

を適切に整備することが重要であるが、そのための方策としては、例えば、

次のような事項について、構成市町村等間において十分協議の上、可能な

限り、組合又は事務委託の規約、規程等において定めることが有効である。 

ア 組合方式による場合 

(ｱ)  経常的経費、投資的経費それぞれについての構成市町村ごとの負担

金の額又は負担割合等に係る基本的なルール 

(ｲ) 職員の任用、給与、教育訓練等に関する計画を策定すること。 

(ｳ) 中長期的な整備費用の見通しを含めた消防力の整備計画を策定す

ること。 

(ｴ) 部隊運用、指令管制等に関する計画を策定すること。 

(ｵ) 災害時等に構成市町村の長と消防長、消防署長又は消防団長とが緊

密に連携することができるよう、相互連絡、情報共有等に関する計画

を策定すること。 

(ｶ) 構成市町村間の連絡会議の定期的な開催、消防長の専決対象の明確

化等構成市町村間の迅速な意見調整を可能とするための仕組みを構築

すること。 
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(ｷ) 組合の運営に関し、住民の意見を反映できるようにすること。 

イ  事務委託方式による場合 

(ｱ) 委託料に係る基本的なルール 

(ｲ) 災害時等に委託市町村の長と消防長、消防署長又は消防団長とが緊

密に連携することができるよう、相互連絡、情報共有等に関する計画

を策定すること。 

(ｳ) 消防事務の運営に関し、住民の意見を反映できるようにすること。 

 

(4)  自賄い方式の取扱い 

一部事務組合等における本部経費の一部を除き消防設備等の整備を構成

市町村が負担するいわゆる「自賄い方式」は、組合主導の計画的な消防体制

の推進が図りにくく、同じ組合内においても、各市町村の財政力の違いによ

り消防力に大きな格差が生ずるほか、組合全体としての計画的な消防施設等

の整備が困難となるなど、一部事務組合方式本来の利点を十分に活かすこと

ができないといった面がある。 

しかしながら、組合発足以来今日までの歴史の中で「自賄い方式」に関し、

市町村の意向が反映されやすく、消防運営上、特に問題がないといった意見

もある。 

いずれにしても、消防の広域化の議論を進めていく上で、一部事務組合方

式の利点を活かすため、自賄い方式の解消を課題とする地域においては、地

域の実情に即して、構成する各市町村の合意形成のもと、その解消に向けた

検討をすることが望ましい。 

 

８ 市町村の防災に係る関係機関相互間の連携の確保に関する事項 

(1) 消防団との連携の確保 

消防団は、消防組織法に基づき推進する自主的な市町村の消防の広域化の

対象とされないが、本道においては、消防団に係る事務をほとんどの消防本

部が所管しているため、消防の広域化により市町村と消防団との関係が希薄

になるのではないかと懸念している地域もある。 

このような状況に対処するためには、消防団の事務を市町村ごとに設置さ

れている消防署や支署等に移管するなどして、市町村との連携を確保できる

よう検討することが望ましい。 

広域化を図る場合にあっては、広域化後の消防本部と消防団との緊密な連

携の確保について次のような対応が必要となる。 

ア 常備消防の管轄区域内の複数の消防団の団長の中から連絡調整担当の

団長を指名することによる常備消防との一元的な連絡調整 

イ 平素からの各消防団合同又は常備消防を含めた訓練等の実施 

ウ 構成市町村等の消防団と当該構成市町村等の区域に存する消防署所と
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の連携確保のための、消防署所への消防団との連絡調整担当の配置、定例

的な連絡会議の開催等 

エ 常備消防と消防団との連絡通信手段の確保 

 

(2) 防災・国民保護担当部局との連携の確保 

防災・国民保護業務は、住民の安全・安心の確保という最も基本的かつ重

要な業務である。消防の広域化を行うときには、広域化後の消防本部と構成

市町村等の防災・国民保護担当部局との緊密な連携の確保を図るため、次の

ような方策が考えられる。 

  ア 夜間・休日等における市町村の防災業務について、初動時の連絡体制

などを消防本部に事務委託 

  イ 各構成市町村等の長及び危機管理担当幹部と消防長及び消防署長によ

る協議会の設置 

  ウ 各構成市町村等と当該構成市町村等の区域に存する消防署所との連携   

確保のための、定例的な連絡会議の開催、各市町村の災害対策本部への

各消防署所の消防職員の派遣等 

  エ 防災・国民保護担当部局と消防本部との人事交流 

  オ 総合的な合同防災訓練の実施 

  カ 防災・国民保護担当部局と消防本部との情報通信手段の充実による連

絡体制の強化 

  キ 防災行政無線の親機や遠隔操作機を消防本部の通信指令部門に設置す

ることによる二十四時間体制の確保 

 

９ 道における自主的な市町村の消防の広域化等を推進するための取組 

(1) 道において、広域化等対象市町村に対し、自主的な市町村の消防の広域

化を推進するため、次に掲げる取組みを行うこととする。 

ア 各市町村に対する情報提供、相談対応 

イ 市町村間の協議の推奨、仲介、調整等 

ウ その他 

(2) 重点地域等に対する道の取組 

ア 上記（１）に掲げる事項のほか、国の支援等を活用するために必要な調

整、助言等 

イ その他広域化等の実現に向けた支援 
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10 計画の変更 

道では、消防を取り巻く社会情勢の変化や、各地域における広域化の進捗状

況によっては、地域の意向を尊重し、必要に応じてこの計画に検討を加え、重

点地域の指定等を含めこの計画の変更を行うこととする。 



別紙１

面積（㎢）
管轄人口

（人）

空知A 美唄市を含む地域 美唄市消防本部 美唄市 277.69 22,724

空知B 歌志内市を含む地域 歌志内市消防本部 歌志内市 55.95 3,524

渡島 長万部町を含む地域 長万部町消防本部 長万部町 310.76 5,625

計 ３地域

消防広域化重点地域

組合せの
名称

地域名 消防本部 市町村
現在
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別紙２

札幌市消防局 札幌市

江別市消防本部 江別市

千歳市消防本部 千歳市

恵庭市消防本部 恵庭市

北広島市消防本部 北広島市

石狩市

当別町

新篠津村

後志 小樽市を含む地域 小樽市消防本部（※） 小樽市（※） 指令センターの共同運用

苫小牧市消防本部 苫小牧市

白老町消防本部 白老町

厚真町

安平町

むかわ町

室蘭市消防本部 室蘭市

登別市消防本部 登別市

伊達市

豊浦町

壮瞥町

洞爺湖町

計 ４地域

※組合せは検討中。

指令センターの共同運用

石狩北部地区消防事務組合消防本部

石狩地域石狩

消防の連携・協力対象市町村の組合せ

組合せの
名称

地域名 消防本部 市町村 連携・協力の内容

東胆振 東胆振地域

胆振東部消防組合消防本部

指令センターの共同運用

西胆振 西胆振地域 指令センターの共同運用

西胆振行政事務組合消防本部

15
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【表－６】（再掲）救助活動件数（事故種別）

建物 建物以外
Ｈ19 138 3 803 141 3 35 218 11 455 1,807
Ｈ20 98 4 665 105 2 40 245 59 506 1,724
Ｈ21 87 2 580 108 8 49 273 39 1 497 1,644
Ｈ22 117 4 646 117 13 35 310 38 488 1,768
Ｈ23 118 5 662 121 21 62 111 19 12 770 1,901
Ｈ24 109 2 657 137 15 42 373 27 2 614 1,978
Ｈ25 120 5 585 133 27 56 407 32 1 611 1,977
Ｈ26 118 7 595 133 14 50 403 25 3 645 1,993
Ｈ27 116 5 542 118 11 56 483 24 564 1,919
Ｈ28 126 4 580 108 58 41 610 29 579 2,135
Ｈ29 97 10 588 139 7 49 654 24 472 2,040

火災
交通事故年 水難事故

風水害等
自然災害

合計
機械によ
る事故

建物等に
よる事故

ガス及び
酸欠事故

破裂事故
その他の
事故
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【表－６】（再掲）救助活動件数（事故種別）

建物 建物以外
Ｈ19 138 3 803 141 3 35 218 11 455 1,807
Ｈ20 98 4 665 105 2 40 245 59 506 1,724
Ｈ21 87 2 580 108 8 49 273 39 1 497 1,644
Ｈ22 117 4 646 117 13 35 310 38 488 1,768
Ｈ23 118 5 662 121 21 62 111 19 12 770 1,901
Ｈ24 109 2 657 137 15 42 373 27 2 614 1,978
Ｈ25 120 5 585 133 27 56 407 32 1 611 1,977
Ｈ26 118 7 595 133 14 50 403 25 3 645 1,993
Ｈ27 116 5 542 118 11 56 483 24 564 1,919
Ｈ28 126 4 580 108 58 41 610 29 579 2,135
Ｈ29 97 10 588 139 7 49 654 24 472 2,040

火災
交通事故年 水難事故

風水害等
自然災害

合計
機械によ
る事故

建物等に
よる事故

ガス及び
酸欠事故

破裂事故
その他の
事故
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